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行政不服審査法の改善に向けた検討会 最終報告について 

 

Ⅰ 概要 

 

  平成 26 年に改正された行政不服審査法について、処分に関与しない審理

員による審理手続・第三者機関への諮問手続の導入、不服申立ての手続を審

査請求に一元化、審査請求期間の延長等といった制度については、法改正の

ねらいや目標が一定程度達成されたものと評価できる。 

 

一方、運用面においては、法改正のねらいや目標、制度趣旨に沿った運用

が徹底できていない、あるいは、運用が表面的なものとなっているというこ

とが課題として見られた。 

 

それらの運用や対応の問題の多くの背景には、共通的な要因があることか

ら、当該要因に重点的に対処しなければならない。また、それらの運用や対

応の問題が特に典型的に見られる局面に集中的に対処し、関係主体の意識改

革を促進し、全体的な改善につなげていくことが重要である。そのような観

点から、今後、積極的な改善を図るべき以下の五つの事項を整理した。（詳

細は、「Ⅲ 特に積極的な改善を図るべき事項」参照） 

 

①審理手続の担い手の確保・育成 

②不服申立てに関わる各主体の体制の整備 

③運用マニュアルに沿った手続の徹底 

④国民に対する情報提供及び審査庁・処分庁間の連携の推進 

⑤行政不服審査会等の答申における付言の活用 

 

なお、審査庁によっては、行政不服審査法の趣旨にのっとり、着実に経験

を積み重ね、適切な運用が行われている事例も見受けられ、そのような先進

的な府省等や地方公共団体の経験や、地方公共団体の枠を超えた積極的な取

組については、総務省が横展開を行うべきである。 
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（見直し内容） 

・審理員候補者・審理員補助者を事前に確保して地域や組織の枠を超

えて派遣する仕組みの整備 

・審査庁の審理手続の進行や争点整理の能力を向上させる研修の実

施、処分庁の職員に対する研修の実施 

・裁決の内容の円滑な公表に資するマニュアルの作成 

・口頭意見陳述及び提出書類等の閲覧権等に係る審査請求人への案内

の在り方や職権交付を行うことが望ましい書類等のマニュアル等に

おける明示  

・行政運営の問題提起や制度面の改善等を促すため、行政不服審査会

等の答申書に運用上盛り込まれている付言について、答申書におけ

る付言の記載方法を様式等で示す、関係の機関への適切な伝達や、

審査庁又は処分庁に望まれる対応をマニュアル等で示す 等 

 

Ⅲ 特に積極的な改善を図るべき事項 

平成 26年法改正の評価等を踏まえ、今後、特に積極的な改善を図るべ

き五つの事項は以下のとおりである。 

 

 ①審理手続の担い手の確保・育成 

各主体において審理手続の担い手を確保し、育成する必要がある。特

に、審理員の質の向上のため、具体的かつ実践的な研修を設けることが

重要である。 

審査庁が国の機関の場合、行審法の運用に責任をもつ幹部職員、審理

員や審理員補助者となる職員等は、基本的に上記研修を受講すること等

とする。審査庁が地方公共団体の場合、まずは、各地方公共団体が自ら

の能力で審理手続を完結できるよう、総務省等において、研修の機会の

更なる充実を図る等の取組を行うべきである。 

 

②不服申立てに関わる各主体の体制の整備 

①に加え、各主体の体制を整備することも必要である。 

審査庁が国の機関の場合、特に、審査庁の事務が複数の部局に分かれ

ている府省等では、大臣官房等の幹部職員による適正運用の確保体制を

設けるなど、体制を整備すべきである。審査庁が地方公共団体の場合、

審査会事務等を複数の地方公共団体で共同処理する方が効率的な場合も

あり、具体例・工夫例を総務省において紹介し、普及させることが考え
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られる。その上で、特に小規模な市町村において、上記のような取組を

実施してもなお体制整備が困難な場合もあり得ることから、地方公共団

体からの相談窓口や、審理員等をサポートする人材を国があっせん・派

遣する仕組みを設けるなどの支援を行うことが考えられる。 

 

③運用マニュアルに沿った手続の徹底 

行政不服審査制度では、法に規定する手続を形式的に実施するのみな

らず、その趣旨を踏まえた運用を確保する必要があるため、運用の具体

的な指針を示し、遵守を促すことが肝要である。 

総務省は、本検討会における検討を踏まえて改訂されるマニュアルに

従って、国の機関において行審法が厳正に運用されるよう、徹底すべき

である。また、地方公共団体に対し、当該マニュアルに即した厳正な運

用が確保されることが望まれることを明確にした上で、積極的な情報の

提供と助言等を行う必要がある。 

 

④国民に対する情報提供及び審査庁・処分庁間の連携の推進 

国民に対する情報提供の充実や処分時の説明責任の徹底等を集中的に

進めるとともに、審査庁、処分庁による適切な連携を促す。 

 

⑤行政不服審査会等の答申における付言の活用 

行政不服審査会の答申における付言は、行政運営の問題提起等の観点

からなされるものであり、審査庁及び処分庁は、これに対して真摯に対

応すべきである。 

 


